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はじめに 

タイラギ Atrina spp.は，ハボウキ科に属する大型の

高級二枚貝で，主に貝柱と外套膜を食用として利用され

ている。有明海佐賀県海域（以下，「有明海」）における

タイラギ漁は，主に有明海漁業協同組合大浦支所（以下，

「大浦支所」）所属の漁業者を中心に行われており，本

種を対象としたヘルメット式潜水器漁は，大浦支所の主

幹漁業であった。 

 しかしながら，有明海におけるタイラギ資源量は，

1990 年頃から不安定となり 1)，近年は，かつてないほど

資源が厳しくなっている。このため，タイラギ漁は 2012

年漁期から 11 年連続で休漁となっている。 

 佐賀県では，現在，タイラギ資源回復の具体的な取組

2)として，人工種苗の移植による母貝団地形成，生息環

境の改善や浮遊幼生の着底促進を目的としたサルボウ

の貝殻の散布，海底耕耘，及び，食害生物であるナルト

ビエイの駆除等を行っている。 

これまで，タイラギの種苗生産は他の二枚貝と比較し

て，極めて難しいと位置付けられていたが 3)，国立研究

開発法人 水産研究・教育機構（以下，「水研機構」）を

中心に生産技術が一定程度確立された 4)。このことから，

有明水産振興センター（以下，「当センター」）では，2018

年に水研機構が開発した技術を導入し，本格的に種苗生

産の技術開発を行っている。 

 しかしながら，水研機構の技術を導入しても生産が不

安定 2）5) 6) 7)であり，水研機構の生産レベルである数十

万個規模の安定した生産 4)には至っていない。この原因

として，当センターでは，海水使用の制約や飼育水に原

生動物が発生しやすい 2)といった特性があることから，

当センターの飼育施設に適した技術の改良に取り組ん

でいる。 

 そのような中，2021 年，2022 年 6) 7)の種苗生産にお

いて，着底間際のフルグロウン幼生（平均殻長 450～500

μm）を数十万個体飼育していながら，わずかにしか着

底しない，または，着底しても軟体部が委縮した着底稚

貝（図 1）が多数確認されるなど，着底前後の飼育が課

題となった 6）（正常な着底稚貝，図 2）。今後，生産個数

を伸ばしていくためには，この着底前後の飼育方法を改

善し生残率を高める必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水研機構が開発した生産方法 4)は，浮遊幼生からの着

底および，それ以降，約 1.0mm までの初期稚貝の飼育を

同一水槽で行うものである。しかしながら，タイラギ幼

生の浮遊期間は，他の二枚貝に比べ 30 日程度と非常に

長いことから 3) 8)，飼育中に水槽底面に汚れが蓄積し，

原生動物が発生するなど，着底前後の飼育を不安定にし

ていると考えられる。 

当センターで生産を行っている他の二枚貝（アゲマキ，

ウミタケ）9) 10)では，着底間際の成熟幼生を回収し，基

質を敷いた別の水槽に収容して，そこで着底から初期の

稚貝までを飼育することで（以下，「採苗方式」），生産

個数を飛躍的に向上させている。また，二枚貝に限らず，

マナマコ，ウニ等の介類の種苗生産についても同様の飼

図1 軟体部が委縮した着底稚貝 図2 正常な着底稚貝 

－19－



 

 

育方式を採用することで生産が安定している 11)。タイ

ラギの種苗生産においても，この採苗方式を用いること

で，フルグロウン幼生から着底稚貝への変態を促進し，

着底前後の生残率を向上させることができる可能性が

ある。 

 タイラギの着底基質に関するこれまでの研究は，島崎

ら 12)，古賀ら 13)14)15)が天然の海域において，着底基質

の重要性を指摘している。しかしながら，種苗生産の工

程の中で着底基質を検討した事例は，川原ら 16)に限ら

れ，非常に少ない。 

そこで本研究では，タイラギのフルグロウン幼生を用

いて，基質の有無による生残の違いを実験により比較し

た。この結果をもとにタイラギ幼生の着底に基質が有効

かを考察し，また，現在の種苗生産工程の改善を検討し

た。 

 

材料と方法 

 タイラギ種苗生産において，採苗方式の検討のため 2

つの試験を行った。1 つ目は，タイラギ幼生の着底初期

から稚貝までの成育に適した基質の検討，2 つ目は，1

つ目の試験で結果が最も良好であった基質であるマイ

クロセラミック（株式会社ノーラ製, 以下「セラミック」）

を用いた大規模水槽での採苗試験である。 

 

試験１：採苗方式に適した基質の検討 

試験には，250μm のプランクトンネットを底に張っ

た直径約 30cm，高さ約 35cm のダウンウェリング容器

（以下，DW 容器）を用い，底面 1.5cm にセラミックを

敷いた区（セラミック区），ロイヤルスーパーグリーン

（株式会社グリーンカルチャア製，以下「貝化石」）を

敷いた区（貝化石区）及び基質を敷かない区（対照区）

を設定し，各試験区 4 例とした。測定項目として，試験

最終日に回収した稚貝数から採苗率を求め，その稚貝の

殻長を測定した。各区の飼育結果については，分散分析

により検定し，その差を比較した。 

なお，詳細な試験の方法については，以下の通りに実

施した。 

① 試験期間：2022 年 8 月 16 日～9 月 19 日 

② 供試個体：2022 年 7 月 11 日に当センターで採卵し

7)，飼育 36 日目に平均殻長 473.9μm（407.4～560.4

μm）に成長したフルグロウン期幼生を用いた。各

試験区ともに，収容密度が 5,000 個体／DW 容器に

なるように飼育容器ごとに収容した。 

③ 飼育水槽：DW 容器を設置する水槽には，1,400ℓ角形

FRP 水槽を用い，水質の維持のために生物濾過槽

（400ℓ水槽）を連結した閉鎖循環システムとし，水

槽の水量を 1,000ℓになるように調整した。また，飼

育水槽内の DW 容器は，水深が約 15cm になるように

設置し，容器の上部からシャワーヘッドを用いて，

連続的に注水した（図 3,4）。 

④ 飼育水：当センター地先の六角川河口域から大潮満

潮時に採水し，約 3 週間静置したのち，50μm と 0.5

μm のフィルターでろ過した海水に，人工海水の素

（富田薬品株式会社製マリンアート Hi）を溶解し，

塩分を 30～32 程度に調整したものを使用した。 

⑤ 餌料：自家培養した Isochirysis sp.Tahiti，

Pavlova lutheri のほか，購入した Chaetoceros 

calcitrans（ヤンマー株式会社製）を定量ポンプに

より給餌した。給餌量は，残餌を確認しながら適宜，

増減させ，2.3～6.0 万 cells／mℓとした。 

⑥ 通気：直径 50mm のエアストンを水槽内に 3 ヵ所設

置した。 

⑦ 換水：試験期間中，換水は実施しなかったが，餌料

供給とともに海水を供給し，その量は，100ℓ／日程

度であり，10％／日の換水率であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験２：セラミックを用いた大規模水槽での採苗試験 

試験 1 で結果が最も良好であったセラミックを用い

てタイラギ幼生の大規模採苗試験を行った。試験は，

1,000ℓプラスチック製角形水槽（縦 110×横 160×高さ

図3 試験1の飼育水槽 図4 試験1のシャワー注水 
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55cm）に底面が覆われる程度（底面約 5mm）のセラミ

ックを敷き，水槽内の水量を 400ℓとして，着底間際の

フルグロウン期幼生を 15.0 万個収容した。試験最終日

に稚貝を回収し，採苗率を求め，また，その稚貝の殻

長の測定を行った。 

なお，詳細な試験の方法については，以下のとおりに

実施した。 

① 試験期間：2022 年 9 月 16 日～10 月 12 日 

② 供試個体：2022 年 7 月 11 日に当センターで採卵し

7)，飼育 67 日目に平均殻長 483.4μm（410.9～581.6

μm）に成長したフルグロウン期幼生を用いた。 

③ 飼育水：試験 1 と同様の処理を行った海水を使用し 

  た。 

④ 餌料：購入した Chaetoceros neogracile（ヤンマー

株式会社製）を原液（5 億 cells／mℓ）のまま，50mℓ

／日給餌した。その量は，水槽内での細胞密度に換

算して 1.25 万 cells／mℓ であった。 

⑤ 通気：直径 50mm のエアストンを水槽内の中央 1 ヵ所                     

  に設置した。 

⑥ 換水：試験期間中，止水で飼育し，換水は実施しな 

  かった。 

⑦ 稚貝の回収方法：試験最終日に水槽の排水口を開け，

水槽内を洗い流しながらセラミックごと排水し，そ

の排水にステンレス篩（目合 1mm, 直径 20cm×高さ

7cm）を当てることでセラミックと着底稚貝の分離し

稚貝を回収した（図 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結 果 

試験１：採苗方式に適した基質の検討 

各基質の平均採苗率を図 6 に示す。平均採苗率は，セ

ラミック区で 0.2%と最も高く，次いで，対照区で 0.08%，

貝化石で 0.04%となった。セラミック区の採苗率は，他

2区に対して有意な差が認められた（Tukey-Kramer test, 

P<0.05）が，対照区と貝化石区間では有意な差は認めら

れなかった（Tukey-Kramer test, P<0.05）。 

 また，試験最終日における各基質の平均殻長を図 7 に

示す。平均殻長は，対照区で 12.3mm，セラミック区で

13.5mm，貝化石区で 12.9mm となり，各区間での有意な

差は認められなかった（Tukey-Kramer test, P<0.05）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験２：セラミックを用いた大規模水槽での採苗試験 

試験２では，収容した幼生数が 15.0 万個で，そのう

ち回収できた稚貝数が 0.48 万個であり，採苗率は 3.2

％であった。また，稚貝の平均殻長は 6.15mm（4.90～

7.50mm）であった（表 1）。 

 

 

 

 

 

図7 各基質の平均殻長 

※異符号間で有意差を示す 

図5 試験2の着底稚貝回収 

図6 各基質の平均採苗率 

※異符号間で有意差を示す 

表1 セラミックを用いた大規模水槽での採苗試験 

収容した幼生数（万個） 回収した稚貝数（万個） 採苗率（％） 殻長（mm）

15 0.48 3.2 Ave6.15（4.90〜7.50）

－21－



 

 

 

考 察 

本研究では，基質の有無による着底初期から稚貝まで

の生残の違いを比較するため，セラミック区，貝化石区

及び対照区を設定し，採苗試験を試みた（試験 1）。その

結果，すべての区で着底がみられたものの，セラミック

区の採苗率が他の 2 区と比較して有意に高かった。セラ

ミック区と対照区で差が生じた要因として，タイラギが

浮遊幼生から着底に移行する過程で，成長・変態し生き

残っていくためには，足糸で身体を固定するための砂粒

等の付着基質が必要不可欠であり 12) 13) 16)，本結果も既

報と一致した。 

また，セラミック区と貝化石区で差が生じた要因につ

いては，粒径の違いが関与していると考えられる。セラ

ミックの粒径は約 1.0mm に対して，貝化石の粒径は約

0.5～1.0mm とセラミックの粒径が大きい。天然海域で

タイラギの生息密度と底質の中央粒径の関係を調査し

た既報では，中央粒径値(Mdφ)が小さいほど，または粒

径が大きくなるほどタイラギが高密度に生息する傾向

にあるものの，その相関係数は 0.32 と低く 17)，粒径以

外の基質の成分や硬さ，比重等の異なった要因も関与し

ている可能性があることから，今後，検証する必要があ

ると考える。 

 セラミックを基質に用いた大規模水槽での採苗率は

3.2%であった（試験 2）。水研機構が開発した方法 4)で実

施した種苗生産の採苗率（着底間際のフルグロウン幼生

から殻長約 5mm までの生残率）は，2021 年が 2.3％で，

2022 年が 3.9%と本研究と同程度であった。しかしなが

ら，本研究では，水槽上部にシャワーを設置しなかった

ため，タイラギ浮遊幼生の特徴である幼生同士の張り付

きによる大量斃死が確認された。このような条件下で，

同程度の採苗率を示したことは，今後，シャワーの設置

等,飼育方法の改善を試みることで，より良い結果が得

られる可能性が示唆された。 

 試験 1 と試験 2 のセラミックの採苗率に大きな差が

あったことに言及する。試験 1 の採苗率が 0.2％に対し

て，試験 2 では 3.2%と高い値を示した。両者は，試験

方法および試験期間等の前提条件が異なるため，単純に

比較することはできないが，用いた幼生の状態が関与し

ていると考えられる。試験に用いた幼生は，両者ともに，

顕微鏡下でフルグロウン期であることを確認し，殻長に

ついても，試験 1 が 473.9μm（407.4～560.4μm），試

験 2 が 483.4μm（410.9～581.6μm）と大差はない。し

かしながら，試験 1 には飼育 36 日目の幼生を，試験 2

には飼育 67 日目の幼生を用いた。幼生の着底の時期は，

必ずしもその大きさによって決定されないとの既報も

あることから 15)，試験 1 と試験 2 の結果は，形態的に

はほぼ同様の幼生を用いたものの，何らかの幼生の状態

の違いから，採苗率に大きな差が生じたものと推測され

る。このことは，幼生の着底時期に形態だけでは判断で

きない何らかの要素があり，結果的に試験 2 に用いた幼

生の方が着底しやすい個体を用いていた可能性が考え

られる。 

 本研究を概括すると，タイラギの着底から稚貝の飼育

の工程で基質を用いることは，生産個数を向上させるた

めに有効である可能性が示唆された。ただし，用いる基

質の種類によっては，有効性が確認されなかったため，

今後も継続して，着底機構について，精査する必要があ

る。また，採苗方式の技術を開発するためには，基質（有

無，種類）だけに着目するのではなく，用いる幼生の状

態の見極めや，シャワーの設置等の飼育方法そのものの

見直しを同時に検証する必要がある。 
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